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事　　務　　執　　行　　概　　要
近年の府内における都市化の急激な進展に対処し、安全で快適な街づくりをめざして治水施設の整備、ダムの建設及び砂防施設の整備等に努めた。

府内の法河川は、下表のとおりである。

	所　　　　管
	河川数
	延　長
	主　　な　　河　　川

	法

河　　　

川
	国土交通省
	　　　　本

18
	　　　 ㎞

80.2
	淀川、大和川、猪名川

	
	大　阪　府
	　　　　本

154
	 ㎞

777.2
	穂谷川、天野川、天見川、飛鳥川

西除川、松尾川、槇尾川、春木川

寝屋川、恩智川、第二寝屋川

旧淀川、神崎川、安威川

	
	大阪市
	      　本

     6
	㎞17.4
	道頓堀川、住吉川、東横堀川、

今川、駒川、鳴戸川

	
	堺　　　　　　市
	      　本

　　 4
	㎞7.1
	狭間川、内川、内川放水路

土居川

	
	計
	本　　182
	㎞881.9
	


（注1）　所管別河川数は、重複で計上

(注2)   法河川　→　一級、二級河川

予　算　執　行

当該年度予算の執行にあたり、地方自治法並びに大阪府財務規則に基づき効率的な執行に努めた。

(ｱ) 歳　　　　入

当該年度の歳入額は、一般会計130億0,582万1,563円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　　考

	負　　担　　金
	円

          76,197,143

本課収入

27,455,238

予算執行機関収入

48,741,905


	      ％

　　　0.6


	・川の駅はちけんや管理運営事業負担金

	使　　用　　料
	円

1,166,164,991

 (予算執行機関収入)


	％

　9.0


	・河川砂防事業使用料等

	手　　数　　料
	円

52,000

(本課収入)


	％

　0.0


	・河川砂防事業手数料

	国庫補助金
	円

10,932,820,625
(本課収入)


	％

84.0


	・河川砂防事業補助金

	寄附金
	円

35,824

 (予算執行機関収入)


	％

　0.0


	・津波・高潮ステーション管理運営事業寄附金

	財産売払収入
	円

 375,450

 (予算執行機関収入)


	％

　0.0


	・都市整備費物品売払収入

	科目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　　考

	基金繰入金
	円

            　　53,328

　　　　　（本課収入）

	％

0.0
	・みどりの基金

	延滞金
	円

472,100

 (予算執行機関収入)
	％

0.0


	・河川砂防事業使用料延滞金

	受託事業収入
	円

826,047,730
本課収入

  2,783,440

予算執行機関収入

          823,264,290　
	％

6.4


	・河川砂防事業受託金等

	雑入
	円

          3,335,672　
  本課収入
　　　　　　 3,000,120

 予算執行機関収入

　　   　335,552　
	％

0.0


	・恩智川クリーン・リバープロジェクトの各市町村費用負担協定書に基づく、河川砂防事業雑入等


	都市整備費

不動産貸付収入
	円
266,700
（予算執行機関収入）
	％
0.0

	・不動産の貸付収入



	計
	円

13,005,821,563

本課収入

10,966,164,751

予算執行機関収入

       2,039,656,812    
	％

100.0


	


(ｲ) 歳　　　　　出

当該年度の歳出額は、一般会計383億0,140万0,177円であり、その内容は次のとおりである。


一般会計

	科目
	執　行　済　額
	事業比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円 

11,723,879
本課執行
8,553,679
予算執行機関執行
3,170,200
 　　
　　　　　　　　　　　
	％

0.0
	・事業執行に必要な旅費等の事務費

	河川砂防費
	円

37,630,875,204　　　

本課執行

4,389,600,553

部内他課執行

27,598,756

予算執行機関執行

32,451,974,757

他部局執行

      　  761,701,138
	％

98.0


	・河川区域等の維持管理及び河川の各種調査等


	科目
	執　行　済　額
	事業比率
	備　　　　　考

	建設災害復旧費
	円
658,801,094
予算執行機関執行

658,801,094

	％

2.0


	・河川護岸の崩壊に対して災害復旧費用等



	計
	                 円

   38,301,400,177　

本課執行

4,398,154,232

部内他課執行

27,598,756

予算執行機関執行

33,113,946,051

他部局執行

761,701,138


	100.0％


	


(1)総務グループ

室の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、河川・砂防事業の円滑な推進を図るための室内外の連絡調整に努めた。

ア．人　事　管　理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すと　ともに、職場の明朗化と事務処理効率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整理改善をはかり、室員の健康保持と疾病予防に努めた。

ウ．事務執行概要
①　歳　　　入

	事業名
	執　　行　　状　　況
	 収 入 済 額
	根拠法令

	河川費
負担金
	「川の駅」はちけんやにおける施設の運営・維持管理にかかる国土交通省からの負担金等。


	　　円

27,455,238

（本課収入)

令和４年度
　　 2,319,779

令和３年度
9,404,420
	河川法



	河川費  
補助金
	国土交通省水管理・国土保全局所管にかかる河川の各事業及びダム、砂防、急傾斜地崩壊対策事業に対する国庫補助金収入。
	円

10,932,820,625

(本課収入)

令和４年度

13,102,197,375
令和３年度

16,997,214,979


	河川法

砂防法

補助金等適正化法

	事業名
	執　　行　　状　　況
	収 入 済 額
	根拠法令

	基金繰入金
	みどりの基金に対する基金繰入金収入等。
	円

53,328
 (本課収入)

令和４年度

36,553,028

令和３年度

　31,052,928
　
	

	河川

受託事業収入
	　「川の駅」はちけんやにおける情報発信にかかる国土交通省からの受託収入。
	　　　　　円

2,783,440
（本課収入)

令和４年度

2,620,090

令和３年度

2,824,580


	

	雑　　　　入
	恩智川クリーン・リバープロジェクトの各市町村費用負担協定書に基づく、河川砂防事業雑入等。
	　  円

3,000,120
（本課収入）

令和４年度

　1,502,590
令和３年度

　　　1,547,498

	


②　歳　　　出

	事業名
	執　　行　　状　　況
	執 行 済 額
	根 拠 法 令

	建設事業事務費

市町村

指導監督費

都市整備
精算返納金
職員研修費

（都市整備

総務費）
	事業執行に必要な旅費等の事務費等を支出した。
	円

7,344,552

（本課執行）

 
令和４年度

5,284,499
令和３年度
　　5,083,023
	

	各種協会

負担金
	治水・利水事業、防災事業､各種事業の企画調査研究並びに文献、雑誌の配布など啓発活動を行う各種団体に参与し、あるいは水防活動の円滑化を期すなどの目的で寝屋川流域協議会等に対して負担金を支出した。


	　　　 　円

2,329,500

本課執行 

  2,274,500

予算執行機関執行
 55,000

令和４年度

2,339,500

令和３年度

　　　2,229,500
	

	国直轄事業　　負　　担　　金
	国土交通省が管理する淀川、大和川、猪名川の改修及び環境整備、砂防・地すべり対策、その他水資源開発機構の実施する建設ダム事業等に対し、地元負担金を支出した。
	円
3,758,214,984
 (本課執行)
令和４年度

5,825,312,339

令和３年度

8,746,825,000
	　河　川　法

砂　防　法

地すべり等

防　止　法

水資源開発

機　構　法

地方財政法


(2)　計画グループ

河川事業を円滑に推進し適正な管理を行うため、河川整備基本方針及び河川整備計画に基づく建設事業評価や府管理河川における流量観測を実施した。

また、避難行動支援として、府内の雨量、水位等の観測情報を集中管理する水防災情報システムの維持管理や府管理河川の流況を提供する危機管理型水位計の運用、並びに水防災情報システムの再整備事業を実施した。

さらに、「今後の治水対策の進め方」に基づく、洪水リスクの周知、流出抑制、耐水型都市づくりに向けた連絡調整など、様々な関係者と流域治水を推進し、河川室全般に係る技術的事項等について適正な事務の執行に務めた。

令和５年度の事務執行概要は、次のとおりである。

1． 事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	審議会費

（都市整備

総務費）


	　府管理河川の建設事業の評価等について調査審議するため、河川整備審議会等を開催した。
	円

1,209,127

（本課執行）

令和４年度

1,078,548
令和３年度

1,630,918

	河川法



	河川管理費

（単独）
	河川計画の策定や河川の適正な管理に資する水文データの収集のため、流量観測等の調査を行った。


	円

11,088,000

（予算執行機関執行）
令和４年度

9,538,700

令和３年度

8,833,000

　
	河川法


	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	避難行動支援

事業費

（単独）
	府民へ確実・迅速に防災情報を提供するため、危機管理型水位計の運用を行った。


	円

352,236
（本課執行）

令和４年度

351,648
令和３年度

351,648

	水防法

	水防災システム再整備事業費
（公共）
	府民の避難行動を支援する、河川水位等の防災情報をより迅速に発信するため、水防災情報システムの再整備にかかる業務を行った。


	円
191,103,000
本課執行 

  161,219,500

他部局執行

 29,883,500
令和４年度

371,399,200
令和３年度

268,999,100
	水防法

	水防災システム再整備事業費
（単独）
	府民の避難行動を支援する、河川水位等の防災情報をより迅速に発信するため、水防災情報システムの維持管理にかかる業務を行った。


	円
56,695,410
（本課執行）

令和４年度

0
令和３年度

0
	水防法


	事　　業　　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川改良費

（公共）
	洪水浸水想定区域の指定に伴う検討業務を行った。


	円

80,000,000

本課執行

6,094,000
予算執行機関執行

31,632,500

　他部局執行
　　　　 42,273,500

令和４年度

27,999,500

令和３年度

66,599,000
	河川法
水防法

	河川改良費

（単独）
	流域治水推進のための検討業務を実施した。

	　円

28,088,700
本課執行

549,500

他部局執行

27,539,200
令和４年度

7,980,713

令和３年度

6,784,394

	河川法

水防法

	事　　業　　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	水防対策費
	水防災情報システムの保守点検、補修工事を実施した。

	円

9,000,000
（本課執行）

令和４年度

46,799,500
令和３年度

51,700,000
	水防法


(3)　都市河川グループ

東部大阪地域の治水対策の根幹をなす寝屋川流域では、「淀川水系寝屋川ブロック河川整備計画」に基づき、河道改修や治水緑地、地下河川、流域調節池の建設等を実施した。

西大阪地域においては、三大水門更新事業を推進するとともに、南海トラフ巨大地震による被害想定を踏まえ、防潮堤の耐震対策等を実施した。
また、津波・高潮ステーションの適正な維持管理に努めた。

令和５年度の事務執行概要は、次のとおりである。

1． 事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	寝屋川水系

改良費

(公共)
	社会資本整備総合交付金事業として淀川水系寝屋川ブロック河川整備計画に基づき、恩智川の河道改修、恩智川（法善寺）多目的遊水地、寝屋川北部地下河川、布施公園調節池、加納元町調節池等の事業を実施した。
	円

7,132,710,073
（予算執行機関執行）
令和４年度

5,174,699,285
令和３年度

5,592,770,402


	河川法

	寝屋川水系

改良費

(単独)
	社会資本整備総合交付金事業として淀川水系寝屋川ブロック河川整備計画に基づき、旧権現川の河道整備、寝屋川北部地下河川、寝屋川南部地下河川の測量及び試験、水門の耐震補強工事等の事業を実施した。


	円
427,738,060
本課執行
21,689,156
部内他課執行
1,285,042

予算執行機関執行
396,775,662
他部局執行
7,988,200
令和４年度

278,918,271

令和３年度

260,999,228
	河川法


	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	都市小河川

改良費
	淀川水系寝屋川ブロック河川整備計画に基づき、大川の河道改修を実施するため、東大阪市に対して補助した。
	円

65,100,000
（本課執行）

令和４年度

36,130,000

令和３年度

80,660,000


	河川法

大阪府都市河川事業府費補助金交付要綱

	津波・高潮

対策費

(公共)
	社会資本整備総合交付金事業として、三大水門更新事業を実施するとともに、南海トラフ等の巨大地震による津波から府民の生命・財産を守るため、六軒家川の防潮堤補強工事等を実施した。
	円

3,496,166,700
予算執行機関執行
3,289,779,700

他部局執行

206,387,000

令和４年度

4,758,525,400
令和３年度

6,033,531,200


	河川法

	津波・高潮

対策費

(単独)
	社会資本整備総合交付金事業として淀川水系神崎川下流ブロック河川整備計画、淀川水系西大阪ブロック河川整備計画に基づき、神崎川河床掘削、防潮鉄扉遠隔化に関する検討等を実施した。
	円
727,162,740
本課執行
1,120,000
予算執行機関執行
726,042,740


令和４年度

442,692,085
令和３年度

785,719,924
	河川法


	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	津波・高潮ステーション管理運営事業費

（単独）
	津波・高潮発生時における、西大阪地域の防災拠点維持及び津波・高潮災害に関する普及啓発、府民の防災意識の向上のため、津波・高潮ステーションの運営及び維持管理を実施した。


	円

18,164,922
部内他課執行

316,800
予算執行機関執行
17,848,122


令和４年度

17,677,225
令和３年度

11,447,224


	


(4)　地域河川・ダムグループ

１．中小河川改修事業

　　　洪水に対する治水安全度の向上を図るため、洪水リスクの高い梅川、東除川など府内の中小河川において河川改修等を実施した。

２．ダム事業
安威川流域の治水対策として、ダム本体建設工事や付替道路整備等を推進した。

1． 事務執行概要（中小河川改修事業）

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川改良費

(公共)


	　　　　　　　　　　　　　

社会資本整備総合交付金事業として河川整備計画に基づき、梅川外27河川について改修等を実施した。


	  円

2,899,389,190
(予算執行機関執行)
令和４年度

2,560,091,433
令和３年度

2,901,516,342
	河川法



	河川改良費

(単独)


	単独事業として河川整備計画に基づき、東除川外41河川について、改修等を実施した。


	            円

2,203,848,792
(予算執行機関執行)
令和４年度

1,769,085,163
令和３年度

1,183,967,674
	河川法


　
イ．事務執行概要（ダム事業）

	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	ダム建設費

（公共）


	安威川ダム

ダム本体建設工事及び付替道路整備等を推進した。
	円

4,355,360,045
  (予算執行機関執行)
令和４年度

　9,421,497,037
令和３年度

14,102,284,784

	河川法

	ダム建設費

（単独）
	安威川ダムほか

ダム周辺整備及びダム事業用地管理業務等を実施した。


	円

199,753,739
本課執行

118,239,457
予算執行機関執行

81,514,282

令和４年度

161,407,507

令和３年度

353,611,393
	河川法




(5)　管理グループ

河川が適正に利用されるよう、良好な河川環境の維持に努めるとともに、管理に万全を

期するほか、関係法令に基づき、各種許認可・取締り、その他行政処分を行い、事務の適正執行に努めた。

また、災害防止のため砂防指定地等の管理に万全を期するほか、関係法令に基づき各種許認可・取締り、その他の行政処分を行い、事務の適正執行に努めた。

さらに水質の汚濁防止等の協議会に参与して、必要な事務の連絡調整に努めた。

令和５年度の事務執行概要は、次のとおりである。

· 河川管理延長

	種　　別
	水系別
	本数
	総延長

(左右岸平均)
	備            考

	一級河川
	淀川水系
	本

97
	ｍ

448,056
	(内7本は国土交通大臣分と重複)

	
	大和川水系
	20
	139,331
	(内1本は国土交通大臣分と重複)

	
	小　　計
	117
	587,387
	

	二級河川
	単独水系
	37
	189,876
	

	合　　　　計
	154
	777,263
	


· 砂防指定地累計

	区   分
	令和４年度末
累計
	令和５年度
指定分
	令和５年度
解除分
	令和５年度

累計
	備考

	箇所数
	424
	3
	1
	427
	※

	面積(ha)
	32,226.752
	2.651
	0.155
	 32,229.248
	


（※令和５年度の解除分１箇所については、既指定個所の一部分の解除となるため、箇所数の累計には含まない。）

ア．公　用　廃　止

河川工事の結果、河川区域内の土地として管理する必要のなくなった河川について、

河川区域の廃止と廃川処分を行った。

	河川の種類
	河川名  
	面積（㎡）
	告示年月日
	告示番号

	一 級 河 川
	恩　智　川
	12.38
	R5.11.16
	告示第1357号

	一 級 河 川
	木　津　川
	31.67
	R6.3.4
	告示第240号

	計
	44.05㎡


イ．河川の占使用等許可

河川法及び大阪府河川管理規則に基づき、河川の占使用等の許可を行い、河川の保全と適正な利用に努めた。これらの占使用等の行為については、事務所長等にその権限を委任(特定のものは知事承認)している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	課所名
	承認工事
	水利使用
	土地の

占用
	工作物の
新築等
	土地の

掘削等
	保全区域

内行為
	計

	河川室
	0
	7
	7
	0
	0
	0
	14

	池田
	1
	2
	340
	110
	1
	75
	529

	茨木
	3
	0
	530
	161
	10
	118
	822

	枚方
	0
	2
	357
	176
	2
	71
	608

	八尾
	0
	0
	217
	64
	1
	51
	333

	富田林
	0
	0
	525
	179
	2
	79
	785

	鳳
	0
	0
	458
	106
	1
	50
	615

	岸和田
	1
	0
	335
	76
	0
	45
	457

	西大阪
	1
	12
	1164
	181
	4
	98
	1,460

	寝屋川
	0
	0
	569
	167
	0
	157
	893

	計
	6
	23
	4,502
	1,220
	21
	744
	6,516


ウ．河川巡視状況

河川における各種違法行為の是正を図るとともに、不法投棄の防止に努めるため河川パトロールを実施した。

	区分
	巡視回数
	巡視人員
	措　　　　　置

	
	
	
	注意件数
	告発件数

	昼間
	回

2,760
	人

8,220
	件

142
	件

0 

	夜間
	206
	580
	2
	0

	計
	2,966
	8,800
	144
	0 


エ．活動について

(ア)　河川愛護啓発事業

河川に対する府民の理解と関心を深めるとともに、河川を常に安全、適切かつ美しく利用する気運を高めながら、流域府民とともに良好な河川環境を積極的に創出・保全するために、広く府民に河川愛護思想の周知を図っている。

令和５年度は、主として次の事業を行った。

(1)　河川クリーンキャンペーン

内　 容　　市町村、地元自治会等の協力を得て、河川清掃を実施。

場　 所　　府内河川(10河川・16箇所)

(2)　親子で学ぼう河川見学会
　　 狭山池ガイドツアー

内　 容　　富田林土木事務所管内の狭山池ダムにおいて、狭山池ダムの文化、

　　　　　 歴史、治水、自然等を紹介。
日　 程　　令和５年7月29日（土）

(3)　河川愛護功績者への感謝状交付

内　 容　　河川清掃、河川環境の美化・保全等に功績のあった団体又は個人に

対して感謝状を交付。(団体：３)

(イ)　アドプト・リバー・プログラム

内　 容　　府民と協働した河川環境美化を推進するため、地元自治会等が行う

清掃や緑化などのボランティア活動を支援するアドプト・リバー・

プログラムを平成14年度から本格実施している。

実施状況　 187ｶ所で認定　　参加人数24,917人　活動延長　約206㎞

オ．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川管理費


	河川の保全と適正な利用を図り、河川管理の適正化を進めるため、塵芥不法投棄や不法占拠の取締り及び転落防止のための防護柵の設置並びに河川敷地の公用廃止処分等に務めるとともに、府民の河川に対する愛護精神の高揚を図るため、河川愛護月間の諸行事を実施した。

砂防指定地内等についての現況調査及び表示板の設置を行うとともに土砂災害に対する防災意識の普及を図るため土砂災害防止月間の諸行事を実施した。
	円

89,260,675
本課執行

5,682,561
部内他課執行

17,315,089　　　

予算執行機関執行
65,732,262
他部局執行

500,000

令和４年度

99,516,409

令和３年度

80,267,094
	河川法

特定都市河川浸水被害対策法

砂防法

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

地すべり等防止法


カ． 砂防指定地等の管理

(ｱ)　砂防指定地内行為の許可

砂防法及び大阪府砂防指定地管理規則に基づき、砂防指定地内行為に許可を行い、砂防指定地の適正な管理に務めた。

	事務所名
	件数
	うち本課執行件数

	池田
	12
	2

	茨木
	25
	3

	枚方
	37
	3

	八尾
	5
	0

	富田林
	5
	0

	鳳
	0
	0

	岸和田
	1
	0

	計
	85
	8


(ｲ)  広報活動について

○「土砂災害防止月間(６月)」

近年多発する土石流・地すべり・がけ崩れ等の土砂災害の現状を踏まえ、土砂災害に対する府民の理解と関心を深めるとともに、防災対策を強化するために土砂災害に関する防災知識の普及、警戒避難体制の整備等を推進し、土砂災害による生命、財産の被害の防止に資することを目的とする。

令和５年度は、主として次の事業を行った。

(1) 令和５年度土砂災害防止に関する絵画・作文募集

募集対象：府内の小中学生

募集期間：令和５年６月１日～令和５年９月15日

応募点数：絵画24点、作文１点
(3) 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：箇所）
	
	令和４年度末
	令和５年度指定
	令和５年度解除
	令和５年度末

	警戒区域
	8,371
	30
	46
	8,355

	特別警戒区域
	7,770
	25
	40
	7,755


(ｴ)　 その他

· 砂利採取計画の認可

令和５年度の処理件数　0件

キ　特定都市河川流域における許認可等について

1 　雨水浸透阻害行為の許可

特定都市河川浸水被害対策法及び大阪府特定都市河川浸水被害対策法施行細則に基づき、雨水浸透阻害行為に対する許可を行い、特定都市河川流域における浸水被害の防止に務めた。

	
	処理件数
	備　　考

	河川室
	3件
	


2 　雨水浸透阻害行為の許可等に伴う権限移譲に係る交付金

大阪府特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例及び大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づく交付金は、対象市である門真市、守口市、柏原市及び藤井寺市に交付した。

	事　　　　務
	処理件数
	交付金交付額
	

	雨水浸透阻害行為の許可
	4
	503,000円
	

	雨水貯留浸透施設の機能阻害行為の許可
	1
	―
	

	保全調整池の指定
	―
	―
	

	保全調整池の機能阻害行為の届出受理
	―
	―
	

	標識設置
	3
	―
	

	合　　　計
	8
	503,000円


ク．採石場の認可等に伴う事業
岩石の採取に伴う災害を防止し、採石業の健全な発達に資することを目的とした採石法に基づき、岩石採取計画の認可など次の事業を行った。
(1) 採取計画の認可
採石業者の災害防止能力に関する技術、施設等物的面について､岩石採取事業の着手前に規制を行うため、岩石採取場ごとに定める「採取計画」の認可を行い､「採取計画」の遵守義務を課すことにより、災害の防止と自然環境を保全し、採石業者の健全な発達を図った。

	年度

項目
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	認可申請件数
	1
	0
	1

	変更認可申請件数
	0
	0
	0

	軽微変更届出数
	0
	1
	1


（令和6年3月31日現在　認可業者数：11、認可事業所数：14件）
(2) 事業所への立入検査
出水期である梅雨期及び台風期に先立ち、関係各課及び地元市町村等と合同で立入

検査を実施し、災害発生の未然防止及び採石業者への指導を実施した｡
また、これらの時期以外にも岩石採取場の状況等により、随時立入検査を行い、岩

石採取に伴う災害の未然防止に努めた｡

	年度

項目
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	梅雨期前合同立入検査数
	1
	16
	16

	台風期前合同立入検査数
	4
	4
	5

	随時立入検査数
	1
	0
	0


(6)　環境整備グループ

河川の治水上の機能や環境を保持するため、堆積土砂の除去、堤防天端の補修、雑草の刈取り、塵芥の除去を実施するとともに、ダム、排水機場、水門、鉄扉等の河川管理施設の維持管理を行った。あわせて、令和５年度は国の緊急浚渫推進事業債を活用し、堆積土砂の除去及び河道内樹木伐採を推進した。また、河川水質の改善を図るため、浄化浚渫等を実施するとともに府民が水辺に親しみ憩いの場として利用できる河川環境を創出するため、環境整備事業を行ったほか、水環境の改善を目的とした協議会等に参画するなどして、必要な事務の連絡調整に務めた。

また、川の駅はちけんや及び狭山池博物館について、施設の適正な維持管理に努めた。
ア．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川維持費

（公共）
	排水機場、水門等の河川管理施設の維持管理コストの抑制と平準化を図るため、長寿命化計画に基づいた計画的な施設補修や更新等を実施した。


	円

822,372,000
     (予算執行機関執行)
令和４年度

972,239,000
令和３年度

1,069,915,000
	河川法


	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川維持費

（単独）
	河川の治水上の機能や環境を保持するため、各河川において、堆積土砂の除去、堤防天端の補修、雑草の刈取り、塵芥の除去を実施した。また、ダム、排水機場、水門、鉄扉等の河川管理施設の点検や補修等を実施した。


	円

7,288,518,246

本課執行

128,982,106

部内他課執行

8,501,216

予算執行機関執行
6,729,449,076

他部局執行

421,585,848


令和４年度

6,947,650,514
令和３年度

6,891,149,208

	河川法

	河川環境

整備費


	府民が水辺に親しみ、憩いの場として利用できるように河川環境整備を実施した。また、汚濁の著しい河川において、水環境の改善を図るため河川浄化事業を実施した。
	円

278,668,930
予算執行機関執行
277,770,740
他部局執行

898,190


令和４年度

307,500,000
平成３年度

238,345,410
	河川法

環境基本法


	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川更新費

（単独）
	　老朽化が著しい河川管理施設の更新を行うことにより、治水機能を回復するため、石津川などの護岸の更新等を実施した。
	円

432,975,800
 (予算執行機関執行)
令和４年度

425,753,042
令和３年度

        584,341,000

	河川法

	川の駅

はちけんや

管理運営事業費（単独）
	八軒家浜における船着場機能、情報発信機能及び来訪者へのサービス提供機能を有した賑わい施設の運営及び維持管理を実施した。


	円

10,289,495

 (本課執行)
令和４年度

10,276,000

令和３年度

10,276,000
	河川法

	狭山池博物館

運営事業費

（単独）


	狭山池博物館の運営管理を行った。


	円

169,464,757
部内他課執行

145,200
予算執行機関執行

166,488,157
他部局執行

2,831,400

令和４年度

118,043,528
令和３年度

 112,475,068
	河川法
大阪府立狭山池博物館条例

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川改良費
（公共）
	　東除川等で老朽化した護岸の改築を実施した。


	円

422,000,000
(予算執行機関執行)
令和４年度

277,999,300
令和３年度

309,714,000


	河川法

	その他災害関連費（単独）

	　大雨により東除川他、河川護岸の崩壊に対して災害復旧工事を実施した。
	145,935,194円

(予算執行機関執行)
令和４年度
　　　0

令和３年度

0

	河川法

	過年災害復旧費（公共）

	　大雨により余野川他、河川護岸の崩壊に対して災害復旧工事を実施した。
	22,181,400円

(予算執行機関執行)
令和４年度
0

令和３年度

0

	公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

	過年災害復旧費（単独）

	　大雨により余野川他、河川護岸の崩壊に対して災害復旧工事を実施した。
	6,083,000円

(予算執行機関執行)
令和４年度
　　　　0

令和３年度

0

	河川法

	現年災害復旧費（公共）

	　大雨により東除川他、河川護岸の崩壊に対して災害復旧工事を実施した。
	395,486,400円

(予算執行機関執行)
令和４年度
34,459,000

令和３年度

0

	公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

	現年災害復旧費（単独）

	　大雨により東除川他、河川護岸の崩壊に対して災害復旧工事を実施した。
	89,115,100円

(予算執行機関執行)
令和４年度
4,232,500

令和３年度

0

	河川法

	ＰＣＢ廃棄物適正処理費

	　安治川水門他、PCB塗膜除去工事を実施した。
	3,170,200円

(予算執行機関執行)
令和４年度
0

令和３年度

0

	ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法



  (7)　砂防グループ

土砂災害に対する安全性の向上を図るため、ハード対策として通常砂防事業で30渓流において砂防施設の築造を進めるとともに、砂防修繕事業によって砂防堰堤工・砂溜工の浚渫等の施設維持及び修繕を実施した。

また、がけ崩れによる災害防止のため、保全人家５戸以上の土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊）11箇所において急傾斜地崩壊対策事業を実施した。

一方、ソフト対策では、土砂災害の恐れがある区域での開発抑制や警戒避難体制の整備を目的として、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等を指定するため、各土木事務所において基礎調査を実施し、令和５年度末までに土砂災害警戒区域8,346箇所、土砂災害特別警戒区域7,746箇所の指定を行った。あわせて、警戒避難体制の確立のため、気象庁と連携した土砂災害警戒情報の発表や、インターネットによる土砂災害の防災情報の提供等を実施している。
ア．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	通常砂防費

(公共)


	社会資本整備総合交付金事業として、都市周辺の開発が著しい北川支川等全30渓流で通常砂防事業による砂防堰堤工、渓流保全工を実施した。


	　　　　　　　　　円

  1,199,853,040
予算執行機関執行

1,193,305,040

他部局執行
6,548,000

令和４年度

923,580,095

令和３年度

1,555,379,500
	砂防法


	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	通常砂防費

(単独)
	単独事業として、５渓流で渓流保全工等を実施した。

	円
113,647,661
本課執行
30,360
予算執行機関執行

102,351,001

 他部局執行
11,266,300
令和４年度

115,763,869

令和３年度

19,246,967


	砂防法

	急傾斜地崩壊対策費

(公共)


	社会資本整備総合交付金事業として、下止々呂美（８）地区等全10箇所で急傾斜地崩壊防止工事として、擁壁工、法枠工等を実施した。
	円

594,846,000

(予算執行機関執行)
令和４年度

384,410,793

令和３年度

370,572,951


	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律



	急傾斜地崩壊

対策費

(単独)


	下河内（４）地区等全３箇所で急傾斜地崩壊防止工事として調査・設計、擁壁工、法枠工等を実施した。


	円

139,708,400

(予算執行機関執行)
令和４年度

133,087,020

令和３年度

108,251,000

	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	砂防修繕費

(単独)
	砂防施設の延命化、機能維持を計るため緊急的に点検・補修を実施した。

	円

308,748,782

本課執行

42,682,288
部内他課執行

35,409

予算執行機関執行

266,021,275

令和４年度

330,539,044
令和３年度

329,184,680
	砂防法

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

地すべり等防止法

	土砂災害

対策費

(公共)


	土砂災害防止法に基づく基礎調査及び情報基盤整備並びに市町村の災害関連地域防災がけ崩れ対策事業に対する補助等を実施した。
　
	円

98,295,900

本課執行
1,385,000

　予算執行機関執行
92,910,900
他部局執行

4,000,000
令和４年度

271,600,000

令和３年度
200,811,400
	土砂災害特別警戒区域等における土砂災害防止対策の推進にかかる法律
地方財政法
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